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本稿の目的は、オーストラリア学習教授カウンシルの公募型リーダ
ーシッププログラムに採択された 43 件のプロジェクトから、大学教育
改革のリーダーシップの主体がどのように捉えられているのかを明ら
かにすることである。 
同プログラムでは、大学の中のさまざまな者のリーダーシップに焦

点をあてたプロジェクトが実施されている。リーダーシップが必要と
される環境、リーダーシップの主体、リーダーシップ開発の目的と方
法などにおいて多様なリーダーシップを対象としたプロジェクトが展
開されている。 
とりわけ上位の役職者以外の者のリーダーシップに焦点があてたプ

ロジェクトが多い。明確な役職者を対象としたプロジェクトであって
も、コーディネーターのように中堅の教員が就く役職者のリーダーシ
ップを対象としたものが大半である。また、分散型リーダーシップの
プロジェクトの中には、特定の役職に就かない一般教員のリーダーシ
ップを対象としたものも見られる。 
多くのプロジェクトにおけるリーダーシップの捉えられ方は、ポス

ト英雄型リーダーシップと呼ばれるものであり、学長や学部長などの
上位の役職者のリーダーシップ、つまり英雄型リーダーシップを重視
している日本の大学運営に対して示唆を与えると言える。 

 
 
1  

 
 大学改革におけるリーダーシップの重要性がさまざまな場面で叫ばれる
が、そもそも大学において誰のリーダーシップが期待されるべきであろう
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か。 
 近年の大学に対する政策提言においては、学長や学部長などの上位の役
職者のリーダーシップの重要性が指摘されている。たとえば、1992 年の大
学審議会答申「大学運営の円滑化について」では、「学長のリーダーシップ
発揮のための諸条件」として、任期を長くすること、学長補佐体制を整備
すること、学内の予算配分の権限を増やすことなどが提案された。学部長
や研究科長についても、「新しい学問分野への対応、学部の将来構想の策定、
カリキュラム改革等について、リーダーシップを発揮する必要性が増して
きている」と指摘されている。 
 以後の政策提言も基本的には同じ方向性を持っている。1998 年の大学審
議会答申「21 世紀の大学像と今後の改革方策について－競争的環境の中で
個性が輝く大学」では、「学長には、責任ある強いリーダーシップの発揮が
求められる」とし、「大学運営を責任を持って遂行する上で必要な企画立案
や学内の意見調整を行うための学長補佐体制を整備する」ことが提案され
ている。2005 年の中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」では、
「国立大学の法人化、公立大学法人制度の創設、私立学校法改正による学
校法人制度の管理運営面の改善の趣旨を生かして、国公私立大学それぞれ
が、組織運営体制の充実、学長のリーダーシップの強化、学内組織の役割
分担の明確化等を図れるよう支援する必要がある」と述べられている。 
 これらの政策提言は、大学の運営のあり方に変化を与えてきた。学長の
任期の長期化、副学長や学長補佐などの学長補佐体制の整備、学長裁量経
費などによる学長の予算配分における権限の拡大などが、国立大学を中心
に多くの大学で取り組まれるようになった。 
 学長や学部長などの上位の役職者のリーダーシップの発揮を期待し、そ
のための環境を整備してきた一連の流れの背景には、大学の上位の役職者
をリーダー、構成員をフォロワーという関係で捉える考え方があると言え
る。「学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督する」と学校教育法第 92
条第 3 項で定められているように、組織の中の公式な役職という観点では学
長はリーダーと言える。 
 しかし、本稿で問題にしているのは大学改革を推進する実質的なリーダ
ーシップの主体である。はたして大学において、上位の役職者と構成員の
関係をリーダーとフォロワーという関係で捉えることが適切であり、その
ように捉えることによって大学の教育の質を向上を促進することができる
のであろうか。 

96



大学教育改革におけるリーダーシップの主体 

 大学における上位の役職者のリーダーシップに関しては、限定的に考え
る研究者もいる。バーンバウムは、「学長が、大学を大きく変えることがで
きるとの信念をもってその職に就くのは間違いである」と指摘し、大学の
持つ性質から、上位の役職者が組織を大きく変えることの難しさを指摘し
ている（バーンバウム 1992 : 268）。さらに、「学長は大学のさまざまな下位
単位にリーダーシップが出現するようにすべきである」（p.246）と指摘し、
自分以外のリーダーシップを支援することの重要性を指摘している。 
 上位の役職者のリーダーシップの限界については、大学教員の特性とも
関連している。バーンバウムは、「自らをまずは独立した専門家であり学者
であると考え、特定の大学の一教員であるのは（もしあるとしても）二の次
のようである」というタイプの教員の存在を指摘し、大学教員の所属意識
の問題を提起している。また、絹川（2004）は、「大学教員は他者から指示
されることを本能的に嫌う。それは学問の自由を希求する主体的な立場に
由来するとされる。しかし、その現実は往々にして大学教員のエゴと区別
し難い」（p.352）と教員に対して指示することの難しさを指摘している。 
 一般的なリーダーシップ論において、トップ経営者がリーダーシップの
機能を発揮すると見なす英雄型リーダーシップ（Heroic Leadership）とは異
なり、組織における複数メンバーによってリーダーシップ機能が共有され
ていると見なすポスト英雄型リーダーシップ（Postheroic Leadership）が注
目されている（松尾 2009、Fletcher 2004、Yukl 1999）。ポスト英雄型リー
ダーシップには、共有型リーダーシップ（Shared Leadership）、分散型リー
ダーシップ（Distributed Leadership）、集合的リーダーシップ（Collective 
Leadership）などの形態がある（淵上 2009、Pearce and Conger 2003、Denis 
et al. 2001）。ポスト英雄型リーダーシップにおいては、リーダーシップは
組織全体に広がっており、極端な場合には成員全員がリーダーの役割を共
有していると考えることもある。 
 大学におけるリーダーシップを考える際には、実質的な意味でリーダー
シップの主体はどこにあるのかという問いは重要である。大学の学長や学
部長などの役職者はそもそも実質的なリーダーなのであろうか。経営者の
役割について、オーケストラの指揮者に近いのか、それとも人形劇の操り
人形に近いのかという議論がある（ミンツバーグ 1993 : 80）。大学について
も「学長は集団の親方であると同時に召使である」と述べられることがある
（バーンバウム 1992 : 114）。 
 大学の組織の特性を踏まえた上で、学長らがリーダーシップの機能を発
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揮する英雄型リーダーシップのモデルを適用した方がよいのか、組織にお
ける多数のメンバーによってリーダーシップ機能が共有されていると考え
るポスト英雄型リーダーシップのモデルを適用した方がよいのかは、大学
運営を考える上で重要な論点である。本稿では、オーストラリアにおける
大学教育改革のリーダーシップ開発を事例として、大学教育におけるリー
ダーシップの主体に関する問題を扱う。 
 
2  

 
 オーストラリア学習教授カウンシル（Australian Learning and Teaching 
Council）は、2005 年から公募型の大学教育のリーダーシッププログラム
（Leadership for Excellence in Learning and Teaching Program）を実施し
ている。大学教育のリーダーシップに特化した大規模の公募型プログラム
は、日本の高等教育政策においてこれまで見られない先駆的な取り組みと
言える。このオーストラリアの事例を分析することは、大学教育のリーダ
ーシップが叫ばれる日本の高等教育政策や各大学の実践に対して示唆を与
えるものと考えられる。 
 本稿では、オーストラリア学習教授カウンシルのリーダーシッププログ
ラムに採択されたプロジェクトに着目することで、オーストラリアにおい
て大学教育のリーダーシップ開発がどのように捉えられているのかを明ら
かにし、日本の大学教育におけるリーダーシップ開発に示唆を得ることを
目的とする。オーストラリア学習教授カウンシルのリーダーシッププログ
ラムには、機関のリーダーシップを対象としたプロジェクト以外にも、全
国規模の学問分野別のリーダーシップを対象としたプロジェクトがあるが、
本稿では機関のリーダーシップを対象とした 43 件のプロジェクトを対象と
する。 
 本研究の方法は、関連資料の分析とプロジェクト関係者からの聞き取り
調査である。主に分析の対象とする文献と資料は、オーストラリア学習教
授カウンシルの各種資料と採択された各プロジェクトの報告書や成果物で
ある。また関係者からの聞き取り調査は、2011 年 7 月 4 日から 7 日に開催
された HERDSA（Higher Education Research and Development Society of 
Australasia）の第 34 回国際大会において実施した。 
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3  

 
3.1  

 大学教育のリーダーシップが注目される背景には、大学内外の変化があ
る。オーストラリアの大学の主な外部環境の変化としては、学生の多様化、
ICTの進展、財源縮小、非常勤講師の増加、アカウンタビリティへの要請な
どがあり、大学は複雑化した環境変化に対応することが求められている
（ALTC 2011b : 8）。外部環境に適切に対応するために、大学教育における
リーダーシップが重要だと考えられている。 
 また、大学の内部においても上位の役職者がリーダーシップを発揮しや
すい体制が整えられている。近年、多くの大学において学長補佐体制や学
部長補佐体制などの組織改革が行われた。1990 年代に教育担当の副学長職
が、2000 年代には教育担当の副学部長職が多くの大学において置かれた。 
 大学におけるリーダーシップ開発のニーズの高まりは、リーダーシップ
の研修プログラムを提供する専門機関も生み出している。2007 年に LH マ
ーチン高等教育リーダーシップマネジメント研究所（LH Martin Institute 
for Higher Education Leadership and Management）が設立されている。同
研究所は、オーストラリア政府によってメルボルン大学のキャンパス内に
設立された国立の機関である。同研究所は、大学のリーダーシップとマネ
ジメントに関する適切なプログラムと活動を通じてオーストラリアとニュ
ージーランドの高等教育の質を向上することを目的とした組織である（LH 
Martin Institute for Higher Education Leadership and Management 2011）。
副学長や学部長などの上位の役職者を対象としたリーダーシップ開発のプ
ログラムやセミナーを提供している。プログラムの中には、5 日間の滞在型
の研修で約 1 万ドルの参加費を課すものもある。 
 オーストラリア学習教授カウンシルは、2005 年から大学教育におけるリ
ーダーシップ開発の支援を始めている。オーストラリア学習教授カウンシル
（当時の名称はカリック高等教育学習教授研究所）は、リーダーシッププロ
グラムを開始する背景として、高等教育全体を通してリーダーシップ開発
が十分でなく、多くの場合は職務を進めながら学習するという形態にすぎ
ないと状況分析していた（Carrick Institute Learning and Teaching in 
Higher Education 2006）。また、大学におけるリーダーシップは、非常に専
門的な活動であり、かつ学習可能な技能であると捉え、大学教育のリーダ
ーシップ開発のためのプログラムの必要性を認識し、公募型のプログラム

99



 

を開始することになった。 
 

3.2  

 オーストラリア学習教授カウンシルのリーダーシッププログラムの英文
正式名は、Leadership for Excellence in Learning and Teaching Program
であり、大学教育の質向上をリーダーシップによって達成することをねら
いとしている。 
 リーダーシッププログラムは、オーストラリア学習教授カウンシルの助
成枠組のもとで、公募形式によって採択されたプロジェクトを支援するも
のである。プロジェクト１件あたりの年間金額は 15 万ドルから 22 万ドル
までの範囲であり、2 年間交付される。2005 年度に 2 件の試験的プロジェ
クトが実施され、2006 年度から本格的にプログラムが開始された。2011 年
5 月末までに、43 件のプロジェクトが採択され、22 件のプロジェクトの助
成期間がすでに終了している（ALTC 2001a）。 
 リーダーシッププログラムの特徴の一つは、リーダーシップの定義を幅
広く設定していることである。プロジェクト申請の際のガイドラインに、
「オーストラリア学習教授カウンシルは教育に関するリーダーシップは多
様な形態をとることを認識している。ひとつのリーダーシップの形態は、
教育担当副学長、学部長、学科長のように公式な役職者により担われるも
のである。また別のリーダーシップの形態は、教育指針の開発者、カリキ
ュラムの開発者、教室の改善に貢献する者のように、多くの者が教育の質
向上に重要な役割を担っていると考え、公式にはリーダーシップを担う主
体を特定していないものである」と記されている（ALTC 2011b : 5）。オー
ストラリア学習教授カウンシルは、多様なリーダーシップの形態のプロジ
ェクトから学ぶことに意義を見出していると指摘されている（Anderson 
and Johnson 2006 : 10）。 
 リーダーシッププログラムを充実させるためにオーストラリア学習教授
カウンシルはさまざまな工夫をしている（ALTC 2011b）。プロジェクト申
請書作成にあたっては、リーダーシップの概念について解説した 2 本の論
文を読ませ、申請するプロジェクトにおけるリーダーシップの捉え方を明
らかにさせる。また既存のプロジェクトの報告書を参考に、過去のプロジ
ェクトと申請するプロジェクトとの関係を明確化させる。リーダーシップ
には多様な捉え方があるため、関係者に用語上の誤解を与えないようにす
る工夫と言える。また、プロジェクトの途中段階での進捗状況の報告や終
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了時の報告書の公開を求めている。どのプロジェクトも、ワークショップ
における配付資料や各種ツールなどの資料を含む分量の多い報告書を提出
して、オーストラリア学習教授カウンシルのウェブ上で公開している。 
 

3.3  

 リーダーシッププログラムに採択された 43 件のプロジェクトは、オース
トラリア学習教授カウンシルによって、リーダーシップの捉え方の違いか
ら構造職位型リーダーシップ（Structural/Positional Leadership）と分散型
リーダーシップ（Distributed Leadership）に分類されている（ALTC 2011a）。 
 構造職位型リーダーシップは、学内の特定の集団のリーダーシップスキ
ルの調査・開発や、教育改革のリーダーシップが発揮されやすい組織構造
の構築を目指すプロジェクトである。表１は、24 件の構造職位型リーダー
シップのプロジェクト名を記したものである。 
 一方、分散型リーダーシップは、ネットワークや実践コミュニティ
（Community of Practice）の構築を通して組織全体における分散的で協働
的なリーダーシップ開発を目指すプロジェクトである。表２は、19 件の分
散型リーダーシップのプロジェクト名を記したものである。 
 それぞれのプロジェクト名とその内容を見ると、リーダーシップが必要
とされる環境、リーダーシップの主体、リーダーシップ開発の目的と方法
など、大学における多様なリーダーシップが扱われていることがわかる。
多様な形態のリーダーシップを推進したオーストラリア学習教授カウンシ
ルのねらいが、各プロジェクトに反映していると言える。 
 それぞれのプロジェクトは多様性をもつが、一部に共通する点も見られ
る。一つは、実践コミュニティという概念を取り入れているプロジェクト
が 11 件と多いことである（S6, S10, D1, D2, D5, D9, D10, D12, D14, D15, D19）。
またリーダーシップの理論的枠組みを扱っているプロジェクトも 9 件であ
る（S7, S8, S11, S12, S15, S19, D4, D7, D16）。先住民のリーダーシップのプ
ロジェクト 6 件（S3, S21, D6, D8, D13, D17）、複数キャンパスのリーダーシ
ップ 3 件（S15, D9, D10）なども特徴的な内容と言える。 
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1  
 
S1 
S2 
 

S3 
S4 
S5 
S6 
 

S7 
 

S8 
S9 
S10 
S11 
S12 
 

S13 
S14 
S15 
S16 
S17 
 

S18 
S19 
 

S20 
S21 
S22 
S23 
S24 

副学部長とコースコーディネーターの役割の強化（2005） 
オーストラリアの高等教育機関のアカデミックリーダーシップ能力
（2006） 
先住民の高等教育のための機関リーダーシップのパラダイム（2006）
コースレベルのアカデミックリーダーシップ開発（2006） 
カリキュラム開発におけるリーダーシップ（2006） 
学部のカリキュラム開発リーダーによる学生の教育体験の向上
（2006） 
ビジネス分野のアカデミックコーディネーターのリーダーシップ能
力の向上（2006） 
教育の質向上サイクルのためのリーダーシップ（2006） 
教授学習センターの戦略的リーダーシップ（2007） 
テレビ会議を用いたリーダーシップ（2007） 
学科長のリーダーシップ（2008） 
多面的フィードバックと研修ワークショップによるリーダーシップ
開発（2008） 
オンライン型リーダーシップ学習ツールとシステムの開発（2008） 
ユニットコーディネーターの役割の明確化、開発、評価（2008） 
リーダーシップフレームワークの適用（2009） 
最前線としてのサブジェクトコーディネーター（2008） 
カリキュラム評価を通したコースコーディネーターのリーダーシッ
プ開発（2008） 
キャリア初期段階のリーダーシッププログラム（2009） 
非常勤講師の職能開発のためのサブジェクトコーデイネーターの役
割（2009） 
海外キャンパスをもった大学のリーダーシップ開発（2009） 
先住民の大学院生のための教員のリーダーシップ（2010） 
評議会の果たす役割（2010） 
リーダーシッププロジェクトからの示唆（2010） 
ユニットコーディネーターのための支援（2010） 

出所：ALTC（2011）および各プロジェクト報告書 
注 ：括弧内はプロジェクト開始年度。プロジェクトの名称を直訳してもわかりにくい場合は 

プロジェクトの内容を踏まえて修正した。 
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2  
 
D1 
D2 
 

D3 
D4 
D5 
D6 
D7 
D8 
D9 
 

D10 
 

D11 
 

D12 
D13 
D14 
D15 
D16 
D17 
D18 
D19 
 

学習・教授コミュニティの促進（2005） 
学生フィードバックを活用した重層的なリーダーシップの開発
（2006） 
オンライン学習のための分散型リーダーシップ開発（2006） 
教授学習のための分散型リーダーシップ（2006） 
リーダーシップと評価の一体化（2006） 
先住民女性とリーダーシップ（2006） 
教授学習のための分散型リーダーシップの維持（2008） 
先住民学生の研究能力開発におけるリーダーシップ（2008） 
複数キャンパス大学の教授学習向上のためのプログラムリーダーの
ネットワーク開発（2008） 
実践コミュニティの開発を通した複数キャンパス大学のリーダーシ
ップ開発（2008） 
学問分野を超えたネットワークを通した分散型リーダーシップ
（2009） 
ピアレビューの文脈における社会的リーダーシップ（2009） 
先住民のためのカリキュラム開発のリーダーシップの枠組（2009） 
分散型リーダーシッププロジェクトからの示唆（2009） 
学生の参加を促すリーダーとしての専門職員（2009） 
就労体験学習のためのリーダーシップ能力の構築（2009） 
先住民女性と教育のリーダーシップ（2010） 
オンライン学習環境における分散型リーダーシップ構築（2010） 
高等教育における実践コミュニティのためのリーダーシップ能力の
構築と維持（2010） 

出所：ALTC（2011）および各プロジェクト報告書 
注 ：括弧内はプロジェクト開始年度。プロジェクトの名称を直訳してもわかりにくい場合は 

プロジェクトの内容を踏まえて修正した。 

 
3.4  

 各プロジェクトでは、さまざまなリーダーのリーダーシップが扱われて
いる。ここでは、それぞれのプロジェクトが想定しているリーダーシップ
の主体に注目する。 
 まず、構造職位型リーダーシップのプロジェクトであっても学長や副学
長などの大学のトップのリーダーシップを対象としたプロジェクトが少な
いことがわかる。評議会を対象としたプロジェクトが１件見られるが、多
くは中位以下の役職者、もしくは特定の !"#$%$&$教員のリーダ
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ーシップを対象にしている。リーダーシッププログラムは多様なリーダー
シップ形態を想定してつくられており、プログラムのガイドラインにおい
ても副学長や学部長などのリーダーシップも例としてあげられていた
（ALTC 2011b : 5）。しかし、結果として上位の役職者のリーダーシップを
対象としたプロジェクトは少なかった。 
 明確な役職者を対象としたものには、副学部長（Associate Dean）、学科
長（Head of School）、プログラムディレクター（Program Director）、コー
スコーディネーター（Course Coordinator）などがある。副学部長と学科長
は主に教授が就く役職であるが、プログラムディレクターは上級講師
（Senior Lecturer）、コーディネーターは講師（Lecturer）が就くことので
きる役職である。特にコーディネーター職を対象としているプロジェクト
は 8 件（S1, S4, S7, S14, S16, S17, S19, S24）と多いため、全体として中堅の
教員が就く役職者のリーダーシップを対象としていることがわかる。コー
ディネーターのためのハンドブックを刊行している大学もある（Edith 
Cowan University 2011）。 
 また、学内における教授学習センターのリーダーシップのあり方に焦点
を当てるプロジェクト（S9）、将来のリーダーのためのプログラム開発を実
施するプロジェクト（S18）、先住民学生が大学の中でより活躍するために教
員のリーダーシップ開発を実施するプロジェクト（S21）など、多様な層を
対象にしたプロジェクトが見られる。 
 一方、分散型リーダーシップのプロジェクトの中には、対象となるリー
ダーの役職が明確でないプロジェクトが多い。分散型リーダーシップのプ
ロジェクトでは、組織の中での非公式な関係性が強調され、実践コミュニ
ティやネットワーク構築などに重点が注がれるからである。分散型リーダ
ーシップは、特定の役職者がリーダーシップを発揮するというよりも、組
織の中には役職者以外にもさまざまな実質的なリーダーが存在して、場面
に応じて役職に関わらず誰もがリーダーになりうるという前提で考えられ
たモデルである。そのためすべての教員がリーダーであるという立場をと
るプロジェクトもある。 
 分散型リーダーシップのプロジェクトでは、実践コミュニティという方
法が使用されることが多い。実践コミュニティとは、「あるテーマに関する
関心や問題、熱意などを共有し、その分野の知識や技能を、持続的な相互
交流を通じて深めていく人々の集団」（ウェンガー他 2002 : 33）であり、各
大学では非公式なメンバーによる実践コミュニティ開発に取り組んでいる。
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たとえば、リーダーシッププログラムに採択されているサザンクイーンズ
ランド大学（D19）では、タブレット型パソコンを使った教授法に関するコ
ミュニティ、学生の公正さを考えるコミュニティ、指導教員のあり方を検
討するコミュニティなど 17 の実践コミュニティを学内に設置している1)。た
だし、自然にこのような実践コミュニティが発生するのではなく、それら
を促進するファシリテーターの役割が大学の中で必要とされる。ファシリ
テーターにとって、教員の時間調整、安心できる環境の整備、コンタクト
の維持、参加の維持などが課題であると指摘されている2)。 
 
4  

 
 本稿では、オーストラリア学習教授カウンシルのリーダーシッププログ
ラムに採択されたプロジェクトから、オーストラリアにおける大学教育改
革のリーダーシップの主体がどのように捉えられているのかを明らかにし
てきた。本稿で明らかにされた知見は以下のようにまとめられる。 
 まず、大学の中のさまざまな者のリーダーシップに焦点をあてたプロジ
ェクトが実施されている。リーダーシップが必要とされる環境、リーダー
シップの主体、リーダーシップ開発の目的と方法などにおいて多様なリー
ダーシップを対象としたプロジェクトが展開されている。 
 また、上位の役職者でない者のリーダーシップに焦点があてたプロジェ
クトが多いことが明らかにされた。明確な役職者を対象としたプロジェク
トであっても、コーディネーターのように中堅の教員が就く役職者のリー
ダーシップを対象としたものが大半である。また、分散型リーダーシップ
のプロジェクトの中には、対象となるリーダーシップの主体が一般教員に
まで広がっているプロジェクトも見られる。組織の中には役職者以外にも
さまざまなリーダーが存在し、場面に応じて役職と関わらず誰もがリーダ
ーになりうるというリーダーシップ観を背景にしている。 
 このような傾向は、オーストラリアの大学におけるリーダーシップ開発
の一面を示しているが、全体を示していると考えるべきではないであろう。
オーストラリアの大学改革におけるリーダーシップ開発には上位の役職者
を対象としたプログラムもある。副学長や学部長などを対象としたリーダ
ーシップ開発のプログラムを提供している LH マーチン高等教育リーダー
シップマネジメント研究所はその一例である。 
 助成を行うオーストラリア学習教授カウンシルが多様な形態のリーダー
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シップを認めた上で公募を行ったため、大学の中位以下のリーダーシップ
を対象としたプロジェクトが多数申請されたという側面は否定できない。
また、オーストラリア学習教授カウンシルのプログラムには、上位の役職
者を対象としたプロジェクトは申請しにくかったのではないかと考えるこ
ともできる。なぜなら同プログラムは、機関における実践や内容の公開性
などの特徴を持っているからである。上位の役職者を対象としたプログラ
ムは、LH マーチン高等教育リーダーシップマネジメント研究所のように、
大学の枠を越えた参加者や活動内容の非公開性などの特徴をもったプログ
ラムの方が相性がよいのかもしれない。 
 
5  

 
 オーストラリア学習教授カウンシルによるリーダーシッププログラムの
事例は、日本の大学にも示唆を与えてくれる。 
 まず、大学教育に関わるさまざまな層のリーダーシップのあり方を考え
る際の参考となる。これまで審議会答申などの政策提言においては、学長
や学部長などの上位の役職者のリーダーシップ、つまり英雄型リーダーシ
ップが注目されていた。一方で、中位以下の役職者のリーダーシップはあ
まり注目されてこなかった。オーストラリア学習教授カウンシルの各プロ
ジェクトのリーダーシップの捉え方は、ポスト英雄型リーダーシップと呼
ばれるべきものが多い。教務委員会、科目部会、FD委員会、学科長、専攻
長、そして一般教員などの教育改革へのリーダーシップのあり方などを考
えるきかっけになるであろう。 
 日本の大学において中位以下の役職者のリーダーシップ開発の事例は少
ないが皆無ではない。たとえば愛媛大学で実施されている教育コーディネ
ーター研修は中位の役職者のリーダーシップに着目した取り組みと位置づ
けられよう（柳澤 2010）。また各大学で実施されている研修や委員会活動の
中にもリーダーシップ開発という側面を持った活動もあるだろう。既存の
リーダーシップ開発を分析する必要があると言える。 
 さまざまな層のリーダーシップのあり方を考えることは重要であるが考
慮すべきこともある。リーダーシップが組織全体に広がっていることを強
調することで、大学執行部の役割が軽視され曖昧になる可能性があるから
である。ポスト英雄型リーダーシップのリーダーシップ観をとっていても、
役職者の役割がなくなる訳ではない。 
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 また、現在の日本の大学で実施されているファカルティディベロップメ
ント（以下、FD）との関係でリーダーシップ開発をどのようにとらえたら
よいのかは重要な視点と言える。日本の FDの議論において教員のキャリア
段階別の FDは提唱されているが、主に制度化が進められたのは新任教員研
修や将来大学教員を目指す大学教員準備プログラムである。初期キャリア
以降の FD のあり方についてはまだ模索段階と言える。リーダーシップ開発
という観点から、中期キャリア以降の FDの内容の明確化につなげることも
可能であろう。オーストラリアにおいては初期キャリアの教員を対象とし
たリーダーシップ開発の事例も見られたように、個々の教員のキャリア全
体の中でリーダーシップ開発をどのようにFDの中で位置づけたらよいのか
を検討する必要があろう。 
 さらに、一機関内で提供可能なリーダーシップ開発の範囲についても参
考になる。オーストラリア学習教授カウンシルのプロジェクトを見る限り、
大学が一機関として提供できる対象者は副学部長までと読み取ることがで
きる。学長、副学長、学部長などのリーダーシップ開発は、参加者間のネ
ットワークづくりの要素も加えながら大学間で共同して実施するのが適切
と考えることもできるであろう。 
 一方、課題も多く残されている。多様なリーダーシップに着目してその
開発を実施する場合に、その期待される効果を明らかにする必要がある。
オーストラリアで実施された各種のリーダーシップ開発についても、効果
という側面から分析する必要があるだろう。本稿執筆時には、まだ助成期
間を終了していないプロジェクトもあり、多様なリーダーシップ開発の効
果は十分に分析できなかった。すべてのプロジェクトが終了した段階でリ
ーダーシップ研修がどのように大学教育の質向上につながるのかという観
点で分析する必要があろう。またアメリカにおいても、役職や権限のない
教員のリーダーシップを重視した草の根リーダーシップ（Grassroots 
Leadership）が着目されている（Kezar 2009、Kezar and Lester 2011）。高
等教育におけるポスト英雄型リーダーシップの国際的動向の中でそれぞれ
の理論と実践を整理する必要があろう。これらは今後の課題としたい。 
 

 

 
1) サザンクイーンズランド大学では「実践コミュニティのためのリーダーシッ
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プ能力の構築と維持」という名称のプロジェクトを実施しており、大学のウ
ェブ上で活動している実践コミュニティを紹介している。 
（http://www.usq.edu.au/cops/usqproject/） 

2)「実践コミュニティのためのリーダーシップ能力の構築と維持」のプロジェク
トリーダーであるジャクリン・マクドナルド氏の HERDSA 第 34 回国際大会
における報告による。 
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